（申込日）平成　　年　　月　　日

地方公共団体情報システム機構
理事長　殿
基本版地方公会計向け前提ミドルウェアセット利用申請書
地方公共団体の名称
その長の職　　氏　名　　印

　　基本版地方公会計向け前提ミドルウェアセットの利用を申込みます。

	地方公共団体の名称
	

	全国地方公共団体コード
	

	住所
	〒



	責任者
	所属
	

	
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	(       )     　－

	
	FAX番号
	(       )     　－

	
	E-Mail
	

	担当者
	所属
	

	
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	(       )     　－

	
	FAX番号
	(       )     　－

	
	E-Mail
	



申請条件
申請するに際しては、以下の①～③の申請条件に適合している必要があります。条件をご確認のうえ、以下のチェックボックスに　☑　を付け、ご提出ください。
□　①～③の条件に適合している。

※１　主に統一的な基準による地方公会計マニュアル「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」の別紙2に記載の項目のこと
※２　地方公会計標準ソフトウェア固定資産台帳機能の一部を構成するエクセルツール

地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアの利用申込みに係る個人情報の
取扱いについて
　地方公共団体情報システム機構では、地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアの利用申込みに係る個人情報の重要性を認識し、その保護の徹底を図るため、以下の事項に基づき、個人情報を取り扱います。

１　個人情報の利用目的

　お預かりした個人情報は、地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアの利用に係る連絡のみに利用し、その他の目的では利用いたしません。

２　個人情報の第三者提供

　お預かりした個人情報は、ご本人が事前にご承諾・同意された場合又は法令等による場合を除いて、第三者に提供することはありません。

３　開示対象個人情報の開示等及び問い合わせ先

　ご本人からの求めにより、当機構が保有する開示対象個人情報の開示等（利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止及び消去）に応じます。

　個人情報の開示等をご希望される場合は、下記問い合わせ先までご連絡ください。なお、開示等を行う場合は、ご本人であることが確認できる書類の写し（住民基本台帳カード、パスポート等）の提供をお願いする場合があります。

４　個人情報の管理

　お預かりした個人情報は、適切な管理を行うとともに、漏えい、減失及びき損の危険に対して、適切かつ合理的な安全対策を講じるものとします。

５　本件に関する責任者

　地方公共団体情報システム機構　研究開発部　個人情報保護管理責任者

６　本件に対する問い合わせ先

　研究開発部　電話：03-5214-8002／ファックス番号：03-5214-8080

　　　　　　　電子メールアドレス：kokaikei@j-lis.go.jp


地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアのソフトウェア使用許諾契約書
地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェア（以下「前提ミドルウェア」といいます。）を使用するには、本使用許諾契約書のすべての条項に同意いただくことが必要です。前提ミドルウェアのインストール前に下記の条項を必ずお読みください。
記
（目的）
第１条　本使用許諾契約書は、地方公共団体情報システム機構（以下「本機構」といいます。）と地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェア使用者との間の前提ミドルウェアに関する使用許諾等について、必要な事項を定めることを目的とします。
（定義）
第２条　本使用許諾契約書で使用する用語の意義は、次の各号のとおりとします。
１．標準ソフトウェア
全ての地方公共団体において「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」及び「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づく財務書類等（以下「財務書類等」といいます。）の作成や活用を行うためのコンピュータ・プログラム及び関連するドキュメントで、本機構が標準ソフトウェア使用者（次号に規定します。）に対して提供するものをいいます。
２．標準ソフトウェア使用者 

標準ソフトウェアを使用して統一的な基準に基づく財務書類等の作成や活用を行う地方公共団体をいいます。
３．前提ミドルウェア

標準ソフトウェアを使用するにあたって必要となる公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェア及び関連するドキュメントで、本機構が前提ミドルウェア使用者（次号に規定します。）に対して提供するものをいいます。
４．前提ミドルウェア使用者

標準ソフトウェア使用者の内、本機構への前提ミドルウェアの利用申請を行い、本機構より使用許諾された地方公共団体をいいます。
５．システム仕様書
標準ソフトウェアの稼働に必要なハードウェア、前提ソフトウェア、ネットワーク等の仕様を示すドキュメントで、標準ソフトウェアに含まれるものをいいます。
（前提ミドルウェアの使用許諾）
第３条　前提ミドルウェア使用者は、システム仕様書に記載された「基本地方公会計向け前提ミドルウェアセット」１ライセンスをスタンドアロンPC１台の稼働環境において使用することができます。ただし、システム仕様書に記載されている拡張版地方公会計向け前提ミドルウェアセット（型名：P-2AZY-2314）を購入することでサーバ利用することも可能です。
２．前提ミドルウェア使用者が拡張版地方公会計向け前提ミドルウェアセット（型名：P-2AZY-2314）を購入しサーバ利用する場合は、当該サーバ利用を行う前提ミドルウェア使用者は、本前提ミドルウェアの使用を中止し、本前提ミドルウェアを破棄するものとします。
３．前提ミドルウェアには、サポートサービスは含まれません。
(使用条件)
第４条　前提ミドルウェア使用者は、前提ミドルウェアを、標準ソフトウェアの利用のみを目的として使用することができます。  
２．前提ミドルウェア使用者は、別添１「ソフトウェアのご使用条件」及び別添２「ソフトウェア使用追加条件書」を遵守することとします。なお、「ソフトウェアのご使用条件」及び「ソフトウェア使用追加条件書」中の「お客様」は「前提ミドルウェア使用者」、「当社」は「本機構」、「本ソフトウェア」は「前提ミドルウェア」と、それぞれ読み替えるものとします。
 (使用の終了)
第５条  前提ミドルウェア使用者が本使用許諾契約書に違反した場合、本機構及び前提ミドルウェアの著作権者は、前提ミドルウェア使用者の前提ミドルウェアの使用を終了させることができます。
 (管轄裁判所及び準拠法)
第６条  本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所のみを管轄裁判所として処理するものとします。
２．本契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本法に準拠するものとします。
３．本契約のいずれかの条項が無効となった場合でも、他の本契約の各条項及び本契約の効力に影響を及ぼさないものとします。

①別紙１「地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアの利用申込みに係る個人情報の取扱いについて」及び別紙２「地方公会計標準ソフトウェア前提ミドルウェアのソフトウェア使用許諾契約書」の内容に同意する。


②地方公会計標準ソフトウェアを導入し、利用する予定である。


③固定資産の棚卸を完了し、固定資産台帳整備に必要な全固定資産の情報※1をエクセルシートや調査票兼評価算定


ツール※2等に入力することにより整理・保持している。（標準ソフトウェアの利用開始時に必要となるため）





別紙１





別紙２









